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1 はじめに

 多国籍企業の国際経営戦略の展開に対応して海外管理組織をいかにつくりあげるかの問題は，国際経

営における重要な課題の一つである。この問題は，従来組織構造の側面からとりあげられてきた（構造
       の                                                     ラ

論的アプローチ）。例えば，J． M．ストップフォード（1972）の国際的組織の段階モデル（以下，ス

トップフォード・モデルと略称する）はその一例である。彼のモデルは，1970年代における構造論的ア

プローチの典型的な分析枠組みの一つであるが，このモデルの意義は今日でも毫も変わることはない。

                                   の
 しかし，1980年代になり，国際経営環境は複雑化，多様化，変化の時代を迎えた。1970年代から80年

代にかけての国際経済環境の変化（オイルショック，通商条約．為替相場の変動，グローバルな戦略

ゲーム，など）は，企業経営者に経営精神や経営方法に関して見直しを迫り，複雑化，多様化，変化に
                           の
適応する経営がすべての企業の中心課題になってきたのである。従って，80年代の企業環境の多元的

ニーズに応えるためには，構造論的アプローチは不十分であるという考え方が新たに台頭してきた。C
                     の
A．バートレット＝S．ゴーシャルの研究（1989）がそうである。彼らは構造論的アプローチに批判を

加え，新たに非構造論的側面（管理システムや組織文化）を強調して構造論の限界を克服しようと試み

ている。．

 そこで本稿では，まず従来の構造論的アプローチの一つであるストップフォード・モデルを解説し，

それと同時にその限界を指摘する。次に，バートレット＝ゴーシャルの非構造論的アプローチを考察し

て，日本の多国籍企業の海外管理組織の今後の展開の指針を提供することとする。

II 構造論的アプローチ

 1 本節の課題と概念定義

 周知のとおり，ストップフォード・モデルは，ハーバード多国籍企業プロジェクトのデータベースに
             の
なっている米国多国籍企業187社の分析から帰納的に構築されたものである。このモデルの核心は，A．
                      り
D．チャンドラーJr．（1962）の「組織は戦略に従う」という命題に従って，米国多国籍企業の国際経

営戦略の展開と組織構造との間の適合関係を発展段階的に説明していることにある。このモデルを用い

た彼の業績分析結果では，戦略と不釣合いな組織構造をもつ企業の方が，釣り合った組織構造をもつ企
                          お 
業よりも，平均業績の水準では低いことが明らかになっている。つまり，企業は組織構造の改革によっ

一309一



多国籍企業の国際経営戦略の展開と組織の適応

                               う
て経営の効率を求めたり規模の不経済の回避などを試みているのである。このように，組織構造の改革

を主体とするこのモデルのことを本稿では構造論的アプローチと呼ぶことにする。本節の課題はまず，

このモデルの戦略と組織構造の適合関係を解説し，次に，構造論的アプローチが複雑性の増大する現代

の国際経営環境のニーズに適合的であるか否かを検討することである。

 そこで，具体的分析に入る前に，本稿での用語の概念定義をしておくことにする。

 まず，戦略とは，ストップフォードは，チャンドラーに従って，「企業体の長期的目的を決定し，こ
                                   ユの
れらの諸目的を遂行するために必要な行動方式を採択し，諸資源を割り当てること」，と定義している。

しかし，この定義には異議があるので末尾の脚注で私見を述べたい。次に，国際経営戦略とは，吉原

（1979）に従って，「多国籍企業の経営戦略の海外的側面のことであり，国際経営活動の基本的な行動
                   ユリ
方式を表明したもので，国際経営の基本政策」，と考えたい。さらに，組織構造とは，ストップフォー

ドは，チャンドラーに従って，「企業を管理する組織の仕組みであり，この仕組みは成文化されていよ

うがいまいが，二つの面を持っている。第1には，各種の管理部局間や管理者間の権限とコミュニケー

ションの系統を含み，第2には．これらのコミュニケーションと権限の系統にそって流れる情報と資料
       ラ
を含んでいる」，と定義している。ストップフォード・モデルでは，この第1に限定して用いられてい

る。ところで，組織構造の概念については，例えば野中（1980）は，「組織構造とは，一般的には組織

における分業，権限配分，コミュニケーションのパターンであり，…。より広義には，組織の成員が知

覚する組織の心理的な環境も含まれます。これは組織風土あるいは組織のカルチュアなどと呼ばれま
ユヨ 

す」，と定義している。しかし，本稿では一般的な組織構造の概念を採用し，組織風土や組織文化は組

織の非構造的側面と考えることにする。最後に，海外管理組織とは，吉原（！979）に従って，「輸出や
                        ユの
海外生産などの国際経営活動を管理する組織上の仕組み」，と考える。以下，単に管理組織とか管理体

制という場合も同義で用いている。

 2 海外進出と組織構造の発展段階

（1）自立的海外子会社の生成

 ストップフォードによれば，米国多国籍企業の国際経営戦略の展開とそれに対応する組織構造の改：革
                                  らう
は，次の三つの段階を経て進化し，第4段階が統合の過程になると考えられる。

 第1段階は，非組織的システム（自立的海外子会社）の段階である。初期の海外進出は輸出戦略の発
                                      ユの
展的ないしは延長線上にあり，輸出によって獲得した輸出市場の市場防衛が目的であった。

 この段階では，新しい海外生産子会社（以下，海外子会社，子会社を同義で使用する）の経営と統制

のための組織は未組織の段階で，専ら本社からの派遣社員に意思決定の全権が賦与されており，海外子
              ラ                                                      ラ

会社は自立的に運営されていた。子会社と親会社との唯一の結びつきは配当の本国送金だけであった。

 しかし，海外子会社の成長，資本投資の増大，経営資源の蓄積に伴い，第1段階に本社の統制と組織

が導入され，海外子会社管理システムは新たな段階に移行していく。ストップフォードによれば，1966
                            ユ ラ
年末までに研究対象の170社全てが第1段階を通過していたという。

（2）国際事業部の形成

 第2段階は，海外生産戦略とそれに対応した国際事業部の形成段階である。

 この段階では，国際経営戦略がプロダクト・ライフ・サイクルに沿って輸出戦略から海外生産戦略へ
          の
展開していく段階である。海外生産戦略に対応した組織構造が国際事業部である。国際事業部は地理的
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に分散した海外子会社活動の調整のために，全ての海外子会社を単一の事業部の中に編成したものであ

る。

 米国多国籍企業の管理組織が非組織的段階から国際事業部に編成される時期は，ストップフォードの

研究対象企業106社では57社が海外子会社を4社以上持った時点であった。また，本社組織が職能心組
                                    
織から製品別事業部システムへ移行した後からであったことが実証されている。

 国際事業部の下部組織には地域管理部門が組織化されている。「地域管理部門は担当’地域における海
                             の
外製造，海外販売，技術援助および製品素材原料の輸出を管理する」。

 このように国際事業部は海外子会社活動の地域調整を目的としているが，次の点で管理体制に限界が
  ヨラ

ある。第1に，対子会社調整のための意思決定の集権化の能力は限られている。第2に，本社組織ハイ

ァラキーでは，国内の製品事業部と同等であるが自立性をもっていない。第3に，国際事業部は海外子

会社の多角的製品系列の管理には不適当である。第4に国際事業部の規模が大きくなると，国内一国際

事業部問にコミュニケーションのコンフリクトが発生する，などである。

 以上の点を観案して，本社経営者はグローバルな視点にたって生産調整を実現したほうがよいと認識

する。この時点で本社は国内事業と海外事業の統合化を意図し，世界的規模で組織改革が実行される。

                                             ね
ストップフォードによれば，多くの企業が1960年代半ばまでに国際事業部の段階も通過していたという。

（3）世界的規模の組織の形成

 第3段階はグローバル戦略とそれに対応したグローバル構造への発展段階である。この段階は，国際
                             らう
経営戦略が現地生産戦略からグローバル戦略へ展開する段階である。M， E．ポーター（1988）によれ

ば，グローバル戦略とは「集中配置か分散された活動の調整か，あるいはその両方によって国際的な競
                       の
争優位を確保しようとする戦略」，と定義されている。このグローバル戦略に対応して組織構i造も国際

事業部よりも全世界的視点に立った組織構造（グローバル構造）が求められる。このグローバル構造を

規定する組織化要素は製品・地域・職能の三つである。組織化にあたってこれら三つのうち一つを主軸

として扱うことになるが，とりわけ前二者が重要である。

 一方，1960年代に米国多国籍企業の中で出現したグローバル構造は次の三つの類型であった。第1は

「世界的規模・製品事業部」，第2は「世界的規模・地域事業部」，第3は両者の「混合型組織構造」で

ある。

 では，経営陣はどの組織化要素を主軸としてどの組織構造を選択するのだろうか。第1の選択は，

「製品多角化戦略」に対応した「世界的規模・製品事業部」である。R＆D重視の相対的に新しい製品

系列の製造が米国から海外へ移転されると，海外における「多角的事業管理」のために，国際事業部が
                                            の
グローバルな視野に立った製品別事業部に改編される。その例が「世界的規模・製品事業部」である。

この構造の長所は，国内製品事業部に当該製品系列の世界的活動に対し全責任が賦与されていることで
   ラ

ある。従って，国内と海外のマネジャー問のコミュニケーション・チャネルの最短化を可能にし，製品
                     ラ
や技術データの伝達の遅延・歪曲を回避できる。
                                   ヨの
 一方，短所としては，個々の事業部門の地域調整が軽視されていることである。プロダクト・ライ

フ・サイクルが技術優位の製品から成熟製品段階へ移行すると，マーケティングの役割の重要性が増大
                           ヨエう
する。そのため地域調整の利益が製品調整の利益を凌駕してくる。斯くして本社組織に地域調整の可能
               ヨ ユ
な組織構造の導入が必要になってくる。

 第2の選択は，「地域多角化戦略」に対応した「世界的規模・地域事業部」である。「地域多角化戦
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                                 ヨヨラ
略」とは限定された製品系列を増大する海外市場に拡大する戦略のことである。地域多角化に適応的な
                       ヨの
製品系列は技術的に安定した成熟製品になる傾向がある。従って，広範な地域多角化の管理問題は，成

熟製品の管理問題であると言い換えてもよいだろう。

 成熟製品に特化している企業は，一般にマーケティング政策と生産合理化政策を重視しているといわ
 ヨらう

れる。マーケティング政策は現地事情への適合性を，生産合理化政策は規模の経済性の面から現地製造
             ヨの
工場のコスト・ダウンを追及する。これら二つの政策に適合的な管理システムが「世界的規模・地域事

業部」である。

 では，この組織構造はいつ形成されるのだろうか。ストップフォードは，①国際事業部が社内で最大

事業部になりそうな時，②企業の海外面と国内面の分離が長期に及び種々の損失が発生してきた時の二
          37）
つの時点を指摘している。特に①について，彼は「最大組織」の基準を「地理的拡大」ではなくて「海

外売上高の比重」に求めていることは重要である。これを裏付けるデータとして，彼の研究対象170社

のうち海外売上高（1966年現在）が40％を越えた企業の大部分が地域事業部を採用していたことが示さ
   ヨ う
れている。その反面では，この構造は新技術を必要とする新製品の管理や事業部間の製品調整に不向き

という欠点を持っている。そのために，企業によっては委員会やその他の組織機構を設置することで欠
             ヨの
点を補完するケースもあるという。

 第3の選択は，製品と地域分散に対応した「混合型組織構造」である。この構造は，1回忌成熟した

製品ラインを海外市場に拡張しながら，同時に新製品が限られた市場に導入されるような戦略をとる場
      るの
合に形成される。このような二つの異種戦略に対応して，成熟製品の管理には国際事業部を維持し，新
                       むラ
製品管理に対して世界的規模・製品事業部が導入される。しかし，この構造は，世界的規模・製品事業

部の場合と同様に地域調整機能を欠くという弱点を持っている。

 以上，グローバル構造の三つの形態は，三つの組織化要素一製品・地域・職能一のうちいずれか一つ

が主軸となり，その長所を生かす一元的な命令系統の組織形態であった。しかし，その反面では，これ

らの組織構造は主軸以外の組織化要素に内包する長所を生かせないという欠点を伴うことも明らかに

なった。

 このことから，ストップフォードは，多国籍企業にとって第4段階はグローバル構造に内包する欠点
                                          る ラ
を克服し，複雑性の増大する企業環境に対応できる新しい組織構造へ移行していくものと予想した。

 以上の組織化の移行過程を図示したのが図II－1である。

 図は二つの変数を設定してある。一方は縦軸上の「海外製品多角化の程度」で，他方は横軸の「総売

上高に占める海外売上高の割合」である。線分XYは国際事業部のシェアの上限を示す境界線である。

iは国際事業部に，Pは世界的規模・製品事業部に， Aは地域事業部に移行する点である。ストップ

フォードは，売上高も製品数も増加すれば，α線を進む企業もβ線を進む企業もグローバル・マトリッ
                  るの
クス（グリッド構造）に収寵すると予想した。

 ストップフォードのこの理念型モデルは，戦略上の主要問題を組織改革で解決しようとする米国世界
                            るの
企業の経営者，コンサルタント，研究者に強い影響を与えたという。

（4） グローバル・マトリックス（グリッド構造）の形成

 第4段階は，複雑化，多様化した環境の中で，多元的戦略に対応したグローバル・マトリックス（グ

リッド構造）の形成段階である。

 ここで，一般にマトリックス構造とは，「組織の全体的な編成原理を事業部軸一本を中心にするので
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はなく，職能軸も等しく

軸とし，二元的な組織編
     るらう
成をすること」といえる。

グローバル・マトリック

スの場合，組織化軸が製
           海
趾繊の二元的編成に嚢

なることもあれば製品’ �B

地域・職能の三元的編成角
           化
になる場合もある。また，の
           程
この構造は，「命令系統度
    46）
が交差する」という意味

で「グリッド構造」（図

H－2）とも呼ばれる。

 それでは，なぜ多国籍

：企業はグローバル・マト

リックス組織を必要とす

るのだろうか。

 デイビス＝ローレンス

（1977）によれば，次の

二つのケースが考えられ

図皿一1 構造変革への戦略的選択につながる二つの典型的路線
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        X
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資料出所：Stopford and Wells（1972 p．65，邦訳p．98）と

    Bartlett and Ghoshal，「Managing Across Borders」

    ユ989，p．30を加筆修正

るという。第1は，「企業が国際企業に成長し

ていく過程で，国内部門と海外部門のギャップ
                        蜜豆一2
を埋めることを目的に，マトリックスを一種の

移行形として活用する場合」，第2は，「「外部          脹

環境からの三つの条件一①「二元的関心への移

行に対する外部からの圧力」，②「高度の情報

処理能力の必要性」，③「資源の共有化に対すその他の世界規ジ・ネラル々ネジ・一

                     模’製品事業部    〔製品A）
る要求」一に応えて，マトリックスをより長期
              の
的に採用していく場合」」である。ここで条件

①は，製品と地域の対応のような，二つの部門

の利点を同時に満足させていく必要がある場合，

条件②ま，外部環境の不確実性，組織が扱う課

業の複雑性および課業が高度に他と関連するこ

とによる対人間の相互依存性という三つの要素

が増大する場合，条件③は，限られた人的資源

の下で，高度の経営成果を達成しなければなら
           ラ
ない場合，を意味している。

 彼らは，マトリックス組織を導入する前提条

グリッド構造（部分組織図）

本社スタッフ

ジェネラル・マネジャー その他の地域

  （地域A）    事業部

一憎詳＿
ジェネラル・マネジャージェネラル・マネジャー     ジェネラル・マネジャー
  （国内）         （海外〉‘            （地域Aa）

          ＼／
           ジェネラル・マネジャー
            く       ね

           ／＼
           生産        販売

注一は，責任を分かち合わない場合の報告関係を示す。

 一は，責任を分かち合う場合の報告関係を示す。

資料出所：Stopford and Wells（1972，p．88，邦訳p．132）
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                              る ラ
件として，これら三条件が同時に存在する必要があると指摘している。

 ところで，第1のケースでは，海外部門に「移行型組織」としてマトリックスを導入したコーニン
           らの
グ・グラス社の事例がある。しかし，同社の場合，国内と海外の両部門間のコンフリクトを調整するこ
       らり
とができなかった。従って，必ずしも成功した例とはいえないだろう。一方，成功例として，世界的規
                               ら ラ
模・製品組織軸に地域別組織軸を重ね合わせたイートン社の事例がある。

 第2のケースでは，二つの事例を紹介する。まず，失敗例として，ダウ・ケミカル社の事例がある。

同社はグローバル・マトリックス組織の先駆者であり，1968年に職能，製品，地域という三つの組織軸
                       らヨラ
を用いた三元的グローバル・マトリックスを採用した。

 しかし，この組織構造は責任の系統が従来よりも一層複雑になること，各部門間の権力バランス維持
                             らの
が非常に困難であることなどの組織的不安定性を絶えず抱えていた。

 そのために，この構造は1970年には二元的マトリックスへ後＝退し，1975年には一元的に管理される地
            らら 
年別事業部制に戻ったという。

 次に成功例として，シティバンクの事例がよく知られている。同社の組織は，複雑化・高度化する顧

客のニーズに応えるために，中核となる米国の国内部門，国際部門，多国籍企業担当部門，消費者サー

ビス部門などのビジネス部門（顧客別組織）を国際金融グループ（地域別組織）の枠組みの中に組込み
                     らの
グローバル・マトリックスを形成したものである。

 ところが，この改革で顧客別組織も地域別組織も単独では全体の管理を運営していくことができなく

なった。従って，同社の経営陣は両立する（時にはコンフリクトを持つ）二つの組織軸を有機的に組織
                       らの
し，管理していく新しい方法の開発に努めたのである。しかし，今日ではシティバンクもマトリックス
            ら ラ
組織に見切りをつけたという。

 3 構造論的アプローチの限界

 バートレッ，ト＝ゴーシャルによれば，本来グローバル・マトリックスの論理は，①二重の報告チャネ

ルが各部門間のコンフリクトを識別し，それを解決する構造的手段となること，②多重チャネルが組織

に外的複雑性の把握と分析を可能にさせることおよび③重複責任が外的変化に対応する固有の柔軟性を
                     ら  
企業にもたらすことなどを基調とするものである。

 従って，理論上ではこの構造はうまく機能するはずである。しかし，ダウケミカル社やシティバンク
                                 の
などの事例に見られるように，それは現実には成功していないようである。

 マトリックスを採用したほとんどの企業が「混乱とコンフリクト」，「情報の行き詰まり」，「縄張り争
                        ユう
いと責任逃れ」などの同じ問題にぶつかったのである。

 では，なぜグローバル・マトリックスは失敗したのだろうか。その理由として，バートレット＝ゴー

シャルは，「組織構造が整然としすぎていること」，および「距離・言語・時間・文化の隔たりという問
                             ラ
題」が問題解決のプロセスで障壁になっている点を指摘している。

 また，デイビス＝ローレンスは，マトリックス組織に発生しやすい潜在的問題として①「権力争い」，

②「無秩序」，③「集団主義への偏向」，④「経済危機による崩壊現象」，⑤「間接費の増大」，⑥「意思

                                              ヨラ決定の閉塞」，⑦「下位レベルへの沈下」，⑧「組織の重層化」および⑨「内部指向」の九つを挙げている。

 彼らは，これらの潜在的欠点を克服するためには，組織は次のような補完的条件を備える必要がある
        
と指摘している。
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 ①二元的命令系統が同時に作動するシステムの開発。つまり，計画，コントロール，評価システムな

  どの要素が同時的に職能別と製品別のライン双方に沿って働くようなシステムの開発。

 ②マトリックスのパラドックスともいえる各管理者の横の調整を担うトップ経営者の存在。

 ③組織の固有の文化（風土）一人間の価値観マナー，行動の特徴，様式一とマトリックスとの調和。

 ④管理者が権力を他人と共有することを抵抗なく受けとめる能力（行動様式）の育成。

 つまり，マトリックス組織をうまく機能さすためには，単にフォーマルな組織構造の設計という問題

を超えて，組織のシステム，組織の文化（風土）および人間の行動様式も同時的に考慮しなければなら

ないのである。このことを彼らの式で表すと次のようになる。

 マトリックス組織＝マトリックス構造＋マトリックス・システム＋マトリックス文化＋マトリックス
  らう

行動。

 従って，役割分担，責任と権限の配分，意思決定のチャネルおよび企業内部のコミュニケーションの

流れを中心に「ストラクチュアル・フィット」を追及する従来の構造論的アプローチは，組織の最重要

事項の一つではあるが，これだけのみではもはや多次元の国際的組織開発の説明には十分でないことが
    

わかる。また，このことは構造論的アプローチの限界ともいえる。

 このように，組織のシステム，組織文化（風土）および人間行動の側面（非構造的側面）の同時的追

及は伝統的な構造論に対する新しい挑戦でもありまた課題でもある。次節ではこの点を詳しくみていく

ことにする。

皿 非構造論的アプローチ

 1 国際経営戦略の新しい動向

 ストップフォード・モデルに批判を加え，構造論的アプローチの問題点を克服しようと試みたのが
                 わ
バートレット＝ゴーシャルの研究である。

 彼らの研究の核心は，現代の複雑な国際経営環境において，環境一戦略一組織の相互関係を分析して，

伝統的な組織構造論に非構造的側面（管理システム＋組織文化）を加えた新しい組織の概念モデル（ト

ランスナショナル組織）の構築を試みていることである。本稿では，このような非構造的側面を強調し

た考え方を非構造論的アプローチということにする。非構造論的アプローチを重視するこのトランスナ

ショナル組織の考え方は伝統的な組織構造論的アプローチを超えるものと思われるので，以下では①な

ぜトランスナショナルな考え方が必要なのか，②トランスナショナル組織はどのような特質を持ってい

るのか，そして③その組織はどのようにして管理するのかなどに視点を向けてその概要をみていぎだい。

 さて，彼らの研究は1980年代における世界の最大多国籍企業のうち，三つの業界で，日・米・欧の企
                                         
業をリードする9社の250人以上の経営者との広範な議論を含むプロジェクトに基づいている。

 ここで，三つの業界とは家庭電器，石鹸・洗剤など，および通信機である。また，9社とは，ゼネラ

ル・エレクトリック（GE），フィリップス，松下電器，プロクターアンドギャンブル（P＆G），ユニ
                              
リバー，花王，ITT， L．M．エリクソン，およびNECである。

 ところで，これら9社全てが成功している企業群であるというわけではない。因に，家電業界では松

下は業界のリーダーとして成功しているが，一方GEは規模の縮小を余儀なくされている。石鹸・洗剤

業界では，ユニリバーは世界一位の地位を半世紀以上も守り抜いているが，花王は東南アジアの発展途
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上国で行き詰まっている。また，通信機業界では，エリクソンは通信事業のリーダーとして成功してい
                                   の
るが，ITTは米国の交換機市場への参入を断念しているなど各社各様である。

 では，なぜある企業は後れ，一方ある企業は1980年代の国際的競争環境の変化のニーズに適合したの

だろうか。この問題の源を理解するために，まず，彼らは国際経営環境の中で必要とされる各業界の戦

略とそれに対応する各企業の戦略的能力（以下，戦力と略称する）の分析を試みている。

 その結果，1970年代までの環境の戦略的ニーズと1980年代のそれとでは以下に述べるような顕著な相

違が明らかになった。

（1）伝統的な国際経営戦略のニーズ

 バートレット＝ゴーシャルが指摘しているように，複雑かつ巨大な企業の鍵となる戦略的課題を抽出
                                          アコ
する試みは危険な冒険ではあるが，敢えて単純化の危険を冒して述べると次の点が浮上してくる。

 1970年代に三つの業界で要求された戦略は，家電業界では「グローバルな効率」（以下，効率と略称

する），石鹸・洗剤業界では「地域分化による国別の適応」（以下，適応性と略称する）が，そして通信

技術革新能力やその革新的能力を世界中に移転する能力」（以下，学習能力と略称する）が欠かせない
           
ニーズになっていた。

                                              ヨラ
 これに対応する各企業の主要な戦力は各様で，必ずしも業界の特徴を反映しているわけではなかった。

彼らは，企業の多種多様な戦力を便宜上三つのモデルに類型化し分析を進めた。その第1は「多国籍企
                               の
業」，第2は「グローバル企業」，そして第3は「国際的企業」である。彼らはこれらのモデルを伝統的

企業と呼んでいる。

 ここで，第1の「多国籍企業」とは，
                     図皿一1：業界で要求される戦略と企業の戦略的能力
事ごとに異なる環境に敏感に対応でき 業界で要求される主要な戦略

る強力な現地企業を形成可能な戦力を

持つ企業のことである。フィリップス，
                    適 応 性
ユニリバーおよびITTがこの類型に  （石鹸・洗剤）

入る。第2の「グローバル企業」とは，

戦略や決定権を中央に集中させ，世界

市場を全体として統合されたものとし グローバルな効率
                    （家庭電器）
て扱い，コスト優位を形成する能力を

持つ企業のことである。松下，NEC

および花王がこの類型に入る。第3の
                    知識の移転
「国際的企業」とは，親会社が持つ知   一学習能カー

                    （通信機）
識や専門的技術を海外市場向けに移転

したり適応させる能力を持つ企業であ
                           適応性 効率 知識・能力の移転
る。GE， P＆Gおよびエリクソンが          （多国籍企業） （グローバル企業）（国際的企業）
        
この類型に入る。

 このように，1970年代における三つ              企業の主要な戦略的能力

の業界の経営戦略のニーズは一元的な

ものであり，それに見合った戦力をっ        資料出所：Bartlett and Gh・shaL1989・P21・図2’1・

ユニリバー 花   王 P ＆ G

フィリップス 松   下 G    E

I T  T N  E  C エリクソン
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                        う
けた企業が成功を収めていることが明らかになった。換言すれば，「企業の成果は業界で要求される主
                    アの
要な戦略と自社の戦力が適合したうえに得られる」とも考えられる。

 図IH－1は業界で要求される戦略と企業の戦力とを組み合わせたものである。この図から石鹸・洗剤

業界ではユニリバーの多国籍的な，家電業界では松下のグローバルな，そして通信機業界ではエリクソ

ンの国際的な戦力が適合していることがわかる。

 しかし，1980年代になると，一元的な戦略的アプローチに焦点を合わせること自体が大きな課題を生
           う
む結果となったのである。

（2）国際経営戦略の現代的課題

 1980年代になり，国際経営環境は単純から多様な時代へ大きな変化を迎えた。それに伴い環境が業界
                        う
に要求する戦略も一元的から多元的なものへと変化した。以下に，三つの業界に必要な戦略の変遷の実

態を概観し，国際経営戦略の現代的課題を追及したい。

 家電業界では，各国政府の姿勢の変化，現地消費者ニーズの変化，および世界的規模のイノベーショ

ンの開発と普及の必要性などが高まった。競争で優位に立つためには，伝統的な「効率」を求める戦略
                                    の
に加えて「適応性＋学習能力」を同時に身につける必要性がますます増大してきた。

 ビデオ・カセット・レコーダーの開発を例にとると，松下のVHSがソニーのベーター方式とフィ

リップスのV2000システムの挑戦に勝てたのは，松下が「イノベーションの開発と普及が，グローバル

な効率や国ごとの適応性の追及と密接な関係があり，勝つためには欠かせない要素になりつつあること
            り
を理解していたからである」という。

 また，石鹸・洗剤業界では，伝統的な「適応性」の戦略にさらに「効率＋学習能力」を加える多元的
           ラ
な戦略のニーズが強まった。

 この背後には，世界的な洗濯機の普及率の向上，洗濯機本体の設計の標準化，洗剤業界の標準化の進

展，温水洗濯から低温洗濯へのトレンド，エネルギー意識の高揚，そして合成繊維の世界的普及などに
                                   ヨラ
より各国の洗濯習慣の格差が縮小するという環境変化が横たわっていたのである。

 一方，通信機業界では，新世代の技術の各方面での開発，一部大市場での通信機業界に対する規制廃

止などから，戦略的に「効率」が求められる一方で，「コンピューター技術と情報技術の収敏」がデジ

タル交換機を「各国の晴眼基幹施設の核」とならしめ，企業は各国政府のニーズに敏感に対応すること
            84）
が不可欠となってきたのである。

 このように，1980年代は環境による戦略のニーズが一元的から多元化し，一元的アプローチをとる伝
                                       ラ
統的な多国籍企業，グローバル企業，国際的企業はますます少なくなってきているという。勝つために

は，「効率」，「適応性」および「学習能力」という戦略的条件を同時的に満足しなければならない企業
     ラ                                            の

が増大した。このような特質を持つ企業がトランスナショナル企業である。

 以上のことから，国際経営戦略の現代的課題は，いかにしてこれら三つの戦略的条件を同時的に達成
                                 う
する能力を開発するか一トランスナショナル企業への移行一にあるといえる。

（3）戦略から組織力へ

 このように，企業はその多元的な戦力の開発のために長い間苦心してきた。この問題の解決策として

求められたのが構造論的アプローチであった。先にあげたストップフォード・モデルはその一例である。

しかし，このアプローチは，既に指摘したように，役割，責任，関連性が固定化されるために，複雑化，

多様化，変化する国際経営環境の中では適切でなかった。
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 代わって，バートレット＝ゴーシャルが主張しているのが非構造論的アプローチである。彼らはトラ

ンスナショナル企業で要求される多元的な戦力をつけるためには，基本的な組織的能力（以下，組織力
                       
と略称する）を開発する必要があると指摘している。

 その理由として，彼らは，戦略的計画は一夜にして廃棄・修正が可能であるが，企業の組織力は遙か

に永続的で再構築が困難なものであること，「ゼロベース組織」というようなものは存在しないことな
        の
どを指摘している。企業の組織力は何十年にも渡って発展し，形成され，数多くの特質と結びついてい

る。具体的には，企業の資産と能力の構成，責任と影響力の配分，主たる経営方法，組織の価値観など
      ユラ
が挙げられる。

 この組織力の鍵となる組織の特質のことを，彼らは「経営遺産」（Administrative heritage）と呼んで
   

いる。「経営遺産」は，企業の守るべき最も重要な資産（鍵となる経営資源）の一つであり，同時に克

服しなければならない最も重要な負債の一つでもあるという。なぜなら，それは変化に抵抗して戦力の
               93）
再編成や拡大の妨げになるからである。この「経営遺産」に影響を与える要因として，指導者の役割，
                              の
国の文化と社会的システム，自社の歴史的背景などが挙げられている。

 彼らは，戦略や組織構造は企業独自の「経営遺産」から生まれたものであり，自社の「経営遺産」の
                                             らう
制約を正しく理解しないかぎり，どのような戦略姿勢や組織構造の改革も達成は難しいと指摘している。

このように，彼らは，トランスナショナル企業になるためには，既存の組織力を維持しながら多元的な
                                        ラ
戦力を保有する組織一トランスナショナル組織一を形成しなければならないと主張している。次に，そ

のような組織の特性とその管理方法についてみてみよう。

 2 新しい管理組織の概念モデル

（1）トランスナショナル組織の特徴

 バートレット＝ゴーシャルは伝統的な企業とトランスナショナル企業の組織的特性を次のように類型
     の
化している。

 （1）グローバル組織＝中枢部の中央集中型（Centralized Hub）

 （2）多国籍組織＝分権的連合体（Decentralized Federation）

 （3）国際的組織＝調整型連合体（Coordinated Federations）

 （4）トランスナショナル組織＝統合ネットワーク（Integrated Network）

 彼らによれば，伝統的な企業組織は，「効率」か「適応性」か「学習能力」かのいずれか一つの戦略

的課題を追及する一元的な組織的特性からなり，これら三つを同時的に達成する組織としてはいずれも

限界があるという。

 では，なぜトランスナショナル組織は企業環境の多次元でダイナミックなニーズに対応できるのだろ

うか。その理由として彼らは，この組織は世界中の極めて専門化した組織単位を結びつけて統合ネット

ワーク（図皿一2参照）を形成し，「効率」，「適応性」，「学習能力」という多元的な戦略的課題を達成
                  ラ
させる構造であるという点を挙げている。しかもこの構造は，組織力の分散，事業の専門化，相互依存
                           ラ
関係という三つの組織的特性を維持している点で特徴がある。

 つまり，組織力の分散によって，①多様な市場ニーズ，技術トレンド，競争活動を感じとる能力を育

成できる，②各国の労働力や原料費などの要素費用の違いを利用できる，③各国の政治的および経済的
         ゆ
リスクに対応できる。
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 また，現地の組織

単位を専門化して幅

広い権限を与えれば，

①分散した構造のま

まで最低限度の効率

は得られる，②一つ

の研究所が特定の能

力の開発を一手に引

き受ける必要はなく

なる，③特定の技術

や能力の開発につい

て重複するケースが

考えられるが，難し

い研究問題について

複数のアプローチが

可能な上によい意味

での競争意識が生ま
 ユ 
れる。

図皿一2 統合ネットワーク

分散化，専門化した資源
と能力

↑

1

1

  相互に依存する組織単位
＼の中での部品、製品、資

   源、人および情報の大量

   の流れ

共有の意思決定権をもつ環境のなか

での複雑な調整と協働のプロセス

資料出所：Bartlett and Ghoshal，1989， p．89，図5．1

 さらに，伝統的な構造では，組織単位同士の関係は依存している（例えば中枢部の中央集中型）か独
                                      の
凝している（例えば分権的連合体の子会社）かのどちらかであるのが普通であった。しかし，「今日の

国際競争環境で要求されるのは，協調的な情報の分担や問題の解決，資源の共有，共同体制による経営
                      
の実行一相互依存の関係一を築くことである」。この相互依存関係によって分散した経営資源を統合で
     ユ 
きるのである。表皿一1は伝統的な企業とトランスナショナル企業の組織的特性を対比したものである。

           表皿一1：多国籍企業，グローバル企業，国際的企業，

              トランスナショナル企業の組織の特性

組織の特性 多国籍 グローバル 国際的 トランスナショナル

組織力の配分 分権化、国別の  集権化、グローバ  権力の中枢部は集  分散化、相互依存、

自主性     ルな規模     権化、他は分権化  専門化

海外子会社の  現地機会の敏感  親会社の戦略の履  親会社の能力への

役割      な利用      行         適合とその利用

世界的統合ネット

ワークに対する国

別役割の分化

知識の開発と  子会社別開発・

普及      保有

中央で開発・保有 中央で開発、海外  共同開発、世界的

子会社へ移転    共有

資料出所 Bartlett and Ghoshal，1989， P，65，表4・2
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（2）トランスナショナル組織の管理方法

（a）組織の経年

 それでは，この統合ネットワークとして管理するトランスナショナル組織の管理方法はどのように概

念化できるのだろうか。バートレット＝ゴーシャルによれば，この組織は①フォーマル構造，②生理機
                                 
能（physiology），③心理機能（psychology）の三つで構成されるという。第1のフォーマル構造とは，

従来の組織構造のことであり，組織の基本的な骨格（anatomy）に当たる。第2の生理機能とは，管理

システムと情報の流れのことである。第3の心理機能とは，組織文化と価値観のことである。

 彼らによれば，多元的な戦略的課題を組織構造の改革で解決しようとする試みには限界があるが，

フォーマル構造にタスクフォース，委員会制度，プロジェクト・チームなどを導入することによって，
                           
よりトランスナショナルな特徴を育てることができるという。また，国際的な通信・輸送技術の飛躍的
                                              
な進歩によって，フォーマル・システムと報告の多くが個人間の直接連絡にとって代わっているという。

そのため，今日トランスナショナル企業の生理機能の中心になるのはインフォーマルなシステムである
   う
という。さらに，組織心理は国際環境で事業を営む企業にとって特に重要な属性であり，それは開発・
           ラ
管理できるものだという。例えば，組織心理の改革手段として，①企業の使命と目標を明確にすること，
                             の
②上級管理者の公的活動，③人事政策の三つが挙げられている。そして，フォーマル構造と生理機能を
                                       ユの
改革：する場合には，まず事前に心理機能の変更修正が必要であることが指摘されている。

 ところで，トランスナショナル組織がストップフォード・モデルと異なる点は，組織構造に新たに生

理機能と心理機能を加えていることである。伝統的構造論では，組織構造の改革に主眼が置かれたが，

トランスナショナル組織の管理の特徴は，「フォーマルな組織図よりも経営管理の意思決定プロセスに
                            
関心が向けられ，分析の対象が個々の管理者とその行動にある」点で異なる。つまり，管理組織の構造
                           エゆ
的側面だけでなく非構造的側面の重要性が指摘されるのである。このような組織の非構造面の重視は組

織改革のプロセスにも見られるという。次に，その点についてみてみよう。

（b）組織改革のプロセス

 彼らによれば，日・米・欧の多国籍企業にみられる組織改革のプロセスは，極端に単純化してみた場
                         
合，①米国型と②日・欧型の二つに分けられるという。第1の米国型は，伝統的な組織構造の改革を重

視しており，「フォーマル構造と権限の改革（骨格）」→「個人間の関係とプロセスの改革（生理機能）」

→「個人の心構えとメンタリティの改革（心理機能）」のプロセスをとるという。第2の日・墨型は，

個人の理解力と感性に働きかけることを重視しており，「個人の心構えとメンタリティの改革」→「個
                                            ら 
人間の人間関係とプロセスの改革」→「フォーマル構造と権限の改革」のプロセスをとるという。。こ

のように，米国型と日・欧型の組織改革は正反対のプロセスを踏まえているが，バートレット＝ゴー

シャルによれば，「組織改革の成功率は，責任と権限のフォーマルな再配分に取り組む前に，個人の意
                        の
識や人間関係の改革に重点を置く方が遙かに増大する」，と指摘している。

IV む す び

 以上，多国籍企業の海外管理組織をいかに構築するかをテーマにして，構造論と非構造論の二つのア

プローチを考察してきた。その結果を踏まえて今後の組織化にとって重要と思える点をいくつか指摘し

ておきたい。
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 第1に，国際経営環境の変化を十分認識する必要があること。単純から多様化への環境変化は，企業

へ多元的な戦略的課題を要求するからである。

 第2に，環境の多元的な戦略的ニーズに対して，伝統的な構造論的アプローチは限界があること。真

の課題は，組織力の開発であり，分析の対象は人間行動であること。

 第3に，変化に対応可能な新しい管理組織の開発が必要になっていること。トランスナショナル組織

は一つの適例である。

 第4に，組織改革のプロセスは，個人の意識や人間関係の改革を構造改革に優先させる方がより高い

効果を期待できること。

 最後に，トランスナショナル組織については，未だ多くの検討課題が残されているので，その研究成

果を他日に期したい。

＊本稿作成にあたり，資料や貴重なアドバイスなどを頂いた大津寄勝典先生，後藤幸男先生，吉原英樹

先生，安室憲一先生に謝意を表します。なお，本稿に誤りや不備があれば，それはもちろん筆者の責任

である。
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